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（別紙１） 

 

平成 30年度 社会福祉法人モンチ優愛会 社会福祉充実計画 

 

１．基本的事項 

 

法人名 社会福祉法人モンチ優愛会 法人番号 1160005003080 

法人代表者氏名 樋口 弘子 

法人の主たる所在地 滋賀県湖南市菩提寺東三丁目８－８ 

連絡先 TEL・FAX 0748-74-3220 

地域住民その他の関係

者への意見聴取年月日 
平成 30年 4月 1日-30日 土地利用方針を地権者及び周辺関係者へ説明（野洲） 

公認会計士、税理士等

の意見聴取年月日 
平成 30年 6月 10日 

評議員会の承認年月日 平成 30年 6月 19日 

会計年度別の社会福祉

充実残額の推移 

（単位：千円） 

残額総額 

（平成 29

年度末） 

１か年度目 

（平成 30

年度末） 

２か年度目 

（平成 31

年度末） 

３か年度目 

（平成 32

年度末） 

４か年度目 

（平成 33

年度末） 

５か年度目 

（平成 34

年度末） 

合計 

社会福祉

充実事業

未充当額 

22,180 22,180 0 0 0 0  0 

 うち社会福祉充実

事業費（単位：千円） 
 22,180 0 0 0 0 22,180  

本計画の対象期間 平成 30年８月 1日～平成 30年 10月 1日 

 

２．事業計画 

 

実施時期 事業名 事業種別 
既存・新

規の別 
事業概要 

施設整備

の有無 
事業費 

１か年 

度目 

      

園庭整備 施設整備 新規 野洲）園庭整備。トイレ・東屋 有 40,000 

      

小計 400,00 

２か年 

度目 

      

      

小計  

３か年 

度目 

      

      

小計  
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４か年 

度目 

      

      

小計  

５か年 

度目 

      

      

小計  

合計 470,000 

※ 欄が不足する場合は適宜追加すること。 

 

３．社会福祉充実残額の使途に関する検討結果 

 

検討順 検討結果 

① 社会福祉事業及び公益事

業（小規模事業） 

 

 

野洲）園庭整備事業（借地・造成） 

② 地域公益事業  

③ ①及び②以外の公益事業  

 

４．資金計画 

 

事業名 事業費内訳 １か年度目 ２か年度目 ３か年度目 ４か年度目 ５か年度目 合計 

 

 

       

財
源
構
成 

社会福祉充実残額      0 

補助金       

借入金       

事業収益       

その他       

※  本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「資金計画」を作成すること。 

 

事業名 事業費内訳 １か年度目 ２か年度目 ３か年度目 ４か年度目 ５か年度目 合計 

野洲 

計画の実施期間における事業費合計 40,000     40,000 

財
源
構
成 

社会福祉充実残額 22,180     22,180 

補助金 0     0 

借入金 17,820     17,820 

事業収益 0     0 

その他 0     0 
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５．事業の詳細 

 

事業名 野洲）園庭整備事業（借地・造成）職員駐車場 

主な対象者 野洲優愛保育園モンチ 園児 

想定される対象者数  園児 70名 保護者 職員 周辺子育て家庭 

事業の実施地域 野洲市  

事業の実施時期 平成 30年８月 1日～平成 30年 10月 1日 

事業内容 

30年の定期借地契約（1250㎡ 月 150,000円）を新たに園庭、駐車場として整備。 

造成、フェンスを設置し、手前には職員駐車場、奥にはトイレや備品倉庫を設置し

た園庭を整備する。 

事業の実施スケジュール 

1か年度目 
開発許可 8 月 

造成建築 8 月～10月（3ケ月）  10月利用開始予定 

2か年度目  

3か年度目 
 

 

4か年度目  

5か年度目  

事業費積算 

（概算） 

 造成 15,000 

 建築 15,000 

 遊具 10,000 

合計 40,000千円（うち社会福祉充実残額充当額 22,180千円） 

地域協議会等の意見と 

その反映状況 

 

野洲市、滋賀県と開発と利用事業予定を協議。4月。 

子育て家庭への提供（子育て支援事業）視野に調整中。 

園庭・駐車場の確保に理解を得ている。 

※ 本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「事業の詳細」を作成すること。 
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６．社会福祉充実残額の全額を活用しない又は計画の実施期間が５か年度を超える理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


